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玄田有史『希望のつくり方』岩波新書2010

希望は４つの柱から成り立っている

１．ウィッシュ（wish）
「気持ち」とか「思い」「願い」と呼ばれるもの

２．サムシング（something）
重要なのは、何とかしたいという自分にとって大切な「何か」を見定める
こと

３．カム・トゥルー（come true）
どうすれば、実現する方向に近づいていくのか。そのための道すじとか、
踏むべき段取りを考えること

４．アクション（action）
行動を起こさない限り、状況を変えることはできない
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激動の時代の大学経営において重視すべき課題

深刻化する地球温暖化
不安定化する国際情勢
深刻化する地球温暖化
不安定化する国際情勢

デジタル技術がもたらす
急速な変化

デジタル技術がもたらす
急速な変化

加速する少子高齢化
低成長とシェア低下
加速する少子高齢化
低成長とシェア低下

＜人類社会・日本社会の課題＞

学生と共に
考える

俯瞰的視野と
現実の直視

縦のつながり
横のつながり

自由のための
規律

自前主義
からの脱却

働きがいがあり働きやすい職場
ダイバーシティとDX

働きがいがあり働きやすい職場
ダイバーシティとDX

吉武博通「激動の時代の大学経営を考える」『カレッジマネジメント』No.236,2023.4-5より



統計数字で見る1995年から今日までの変化 （＊を付したデータは2022年）

出 典2023202020152010200520001995

文科省資料11011712012213715117718歳人口（万人）

「学校基本調査」文科省57.7 54.451.550.944.239.732.1大学進学率（％）

「人口推計」総務省統計局7395750977288173844286388726生産年齢人口（万人）

同上362336033387294825672204182865歳以上人口（万人）

厚労省資料134.3132.2116.8105.488.978.465.0社会保障給付費（兆円）

財務省資料128511651033862758646410国・地方長期債務残高（兆円）

「国民経済計算」内閣府596539541505534538525名目GDP(兆円）

同上* (4.2)(5.9)（5.9）（8.7）（10.1）（14.1）（17.2）（世界における日本の割合(%)）

同上（OECD内順位）* 21位19位20位13位13位4位3位1人当たり名目GDPの順位

「国民経済計算」内閣府* 296284262251262270267雇用者報酬（兆円）

「労働力調査」総務省74.273.872.371.168.664.261.4第３次産業就業者比率（％）

同上37.137.237.534.432.426.020.9非正規雇用の割合（％）

JETRO資料2,1361,9801,261830388278259対外直接投資残高（10億ドル）

出入国在留管理庁（６月末）341289223209191159130在留外国人（万人）



日本の総人口及び年齢３区分別総人口の推移〔出生中位(死亡中位)］
国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）」を基に筆者が整理

2070年2060年2050年2040年2030年2020年

86,99696,148104,686112,837120,116126,146総人口

7,975

（9.2）

8,930

（9.3）

10,406

（9.9）

11,419

（10.1）

12,397

（10.3）

15,032

（11.9）

0〜14歳

45,350

（52.1）

50,781

（52.8）

55,402

（52.9）

62,133

（55.1）

70,757

（58.9）

75,088

（59.5）

15〜64歳

33,671

（38.7）

36,437

（37.9）

38,878

（37.1）

39,285

（34.8）

36,962

（30.8）

36,027

（28.6）

65歳以上

【単位：千人、カッコ内は構成比(％)】

※ 上表の人口は日本における外国人を含んだ数字であり、日本人参考推計値を差し引くと以下の通りとなる。

2020年 2,747、2030年 4,204、2040年 5,855、2050年 7,291、2060年 8,478、2070年 9,390 (単位千人）



日本私立大学連盟「地域と私立大学が共働する地方創生に向けて
ー 地方大学の振興と地方創生のために ー」2019.3

 私立大学が地方創生に果たす役割と実現に向けた課題

地方の未来を創る人材の育成、地域社会の中核的役割を担うエコシステム、

都市圏と地方との人的交流機会の拡大、地方創生とグローバル化の一体的な推進

 私立大学を中核とした地方創生の具体策と地方私立大学の振興策

方策１：地方私立大学を地域の「知」の拠点として位置づけ、その機能を高める

方策２：私立大学の特色を活かした取組を強化する

学内の自主的な取組の把握と全学的な取組への展開、専門人材の配置を含む学内体

制の整備、積極的な情報公開、私立大学の連携推進

方策３：地方私立大学と自治体との連携を強化し、地域の魅力を高める

方策４：地方への人の流動性を高め、人的好循環を促進する

様々な地域における課題解決を実践する多様な学習機会の提供、学内の多様性を活

かした教育プログラムの提供、地方で活躍する卒業生の情報収集と積極的な活用

方策５：地域に人材育成を推進する

地域の課題解決を実践する多様な学習機会の推進、私立大学の連携によるリカレ

ント教育の推進

方策６：提言を実現するために、私立大学に必要な予算措置を要望する
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中央教育審議会大学分科会(審議まとめ)「これからの時代の地域における大学の
在り方についてー地方の活性化と地域の中核となる大学の実現」2021.12

１．地域における大学の役割とこれまでの取組

①人材育成機関としての役割、②高度な研究能力を有する機関としての役割、

③地域の文化・歴史を発展・継承する役割、④知と人材のハブとしての役割

２．地域における大学を取り巻く状況と「地域の中核となる大学」の必要性

・大学にとっての地域の魅力：学修のフィールド、様々な経験の場、イノベーション
創出のきっかけとなる地域課題の宝庫、DX・グローバル化の最前線

・「地域の中核となる大学」に求められるもの：産学官連携、人材が集まる「魅力の
ある地域」、地域の課題解決や地域経済の発展を支え地域に貢献する「地域の中核
となる大学」を目指す取組が必要

３．地域ならではの人材育成の推進

卒業生に関する基礎データの収集・分析・共有、実践的な長期インターンシップ、
短期集中型のプログラム構築 等

４．地域ならではのイノベーションの創出

地方公共団体や産業界との窓口となる教職員・URAの配置推進、ジョブ型研究インタ
ーンシップの実施 等

５．連携の推進

高等学校など地域の初等中等教育機関等との連携 等
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地域活性化人材育成事業(SPARC)の目的
（文部科学省2022.3.14公募説明資料より）

○ 各地域に所在する大学は、地域の核となり地域活性化に貢献することが期待されてい
るが、地域社会が「学生に期待する能力」とは何かが不明確であり、大学側もそれを
提示・養成できていない。

○ DXをはじめとする変化の激しい時代にあって、地域の中核として高度化を担う科学技
術分野の人材養成が求められる一方、現状において自然科学分野を専攻する学生割合
は我が国全体で３割程度にとどまる。

○ これまでの取組の成果を生かしつつ、より高度な地域連携と教育改革を両輪で強力に
推し進めることにより、地域と大学等が一体となって分野横断的に課題解決に挑む地
域人材の育成が求められている。

○ 地域社会と大学間の連携を通じて既存の教育プログラムを再構築し、地域が真に求め
る人材を育成する取組を支援。

○ 本事業で確立する先進的なモデルを全国に普及させ、我が国の大学教育改革を展開し
ていくことを目指す。
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地方創生2.0の「基本的な考え方」より
（2024年12月24日 新しい地方経済・生活環境創生本部決定）

当面は人口・生産年齢人口が減少するという事態を正面から受け止めた上で、人口規

模が縮小しても経済成長し、社会を機能させる適応策を講じていく。このため、

○ 一極集中をさらに進めるような政策の見直し

○ 持てるポテンシャルがまだまだ眠っているそれぞれの地域の経済・社会、これらを

支える人材の力を最大限に引き出す政策の強化

○ 若者や女性に選ばれる職場や暮らしを実現する政策の強化

○ 都市と地方の新たな結びつき・人の往来を円滑化する政策の強化

などに取り組む。

地方創生2.0の基本構想の５本柱

① 安心して働き、暮らせる地方の生活環境の創生

② 東京一極集中のリスクに対応した人や企業の地方分散

③ 付加価値創出型の新しい地方経済の創生

④ デジタル・新技術の徹底活用

⑤ 「産官学金労言」の連携など、国民的な機運の向上
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SPARC採択６県の概況

11

全県計宮崎県熊本県山口県岐阜県長野県山梨県

577,3513,7076,4176,2378,0118,6243,703県内総生産（単位:10億円）

（2021FY）

110.2109.6115.6105.7112.8112.5115.22011FY対比

10.61716,74112,21920,03420,2427,7682021 18歳人口

4,1807,0754,7069,7609,2695,018大学進学者数

39.742.338.548.745.864.6大学進学率

2,3355,7124,2114,9404,0204,169入学定員

1,0962,3573,0902,6792,2763,012流入

3,1023,7893,4907,6147,3823,785流出

6,90111,5847,06310,96911,3934,5212040 18歳人口

2,8455,0032,7216,1766,1133,308大学進学者数

41.243.238.556.353.773.2大学進学率

出典：県内総生産は、内閣府「県民経済計算」統計表平成23年度−令和3年度 より
18歳人口・大学進学者数等の数値は、中央教育審議会(2025.2.21)『我が国の「知の総和」向上の未来像

〜 高等教育システムの再構築〜』(答申)の関係データ集「５.将来推計」より



社会と高校の現実を踏まえた大学改革の視点

「人手が不足している」と
回答した中小企業 65.6％

なかでも不足が深刻な業種
は建設、運輸、介護・看護

大企業でも重要視する事業
上のリスク(今後２〜５年
程度)として５割が「必要
な人材の不足」を挙げる

求められる人材戦略の策定
と実行
人的資本に関する情報開
示の義務づけ

経済同友会「価値創造人材
の育成に向けた教育トラン
スフォーメーション(EX)」

高校進学率98.8％

生徒数（1989→2022年度）

5,644千人→2,972千人

家や塾で「学習しない」
と「１時間未満」の割合

中３相当学年 21.4％
高１相当学年 54.7％
高２相当学年 52.5％
高３相当学年 43.4％

３時間以上する者
高３相当学年36.5％

満足度・理解度は学年が
上がるとともに低下傾向

他国に比べて低い自己肯
定感・社会参画意識

高 校 大 学 社 会

重なり合う面積を増やす

① 教育の目的と内容・方針に

関する基本方針の明確化

② 教員個々の熱意と教育能力

の持続的向上

③ 教職協働による組織的な教

育及び学生支援の展開

トップの信念

意識・行動変革

業務構造改革

12※ 学習時間に関する調査結果は、文部科学省・厚生労働省「第18回21世紀出生児縦断調査（平成13年出生児）」（令和2年)より



想定を上回る速度で減少する18歳人口と日本の研究力の低下

「科学技術指標2024」科学技術・学術政策研究所(NISTEP),2024.8.9より

 研究開発費、研究者数共に主要国中第３位（ただし、伸びは他国に比べて小さい）

 博士課程入学者数は2003年度をピークに長期的に減少傾向が続いていたが、2023年度に対

前年度比4.4％増加。女性比率は学部46％、修士課程31％、博士課程34％。

 日本の論文数(分数カウント)は世界第５位。Top10％・Top1％補正論文数で第13位、第12

位。中国は全ての論文種別で世界第１位。

 パテントファミリー数において世界第１位を保持。

 産業貿易収支比：ハイテクノロジー６位、ミディアムテクノロジー１位。

 大学と民間企業との共同研究受入額は継続的に増加、2022年度には1,000億円に達した。

日本の大学発ベンチャー企業数も増加。
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想定を上回る速度で進む少子化と18歳人口の減少 〜 淘汰・再編の時代が現実に

出生数：2019年 86万5239人→2020年 84万832人→2021年 81万1604人→2022年 77万人

（中教審(2018.11)「グランドデザイン答申」の2040年度18歳人口想定は88万人）

日本私立学校振興・共済事業団「令和５年度私立大学・短期大学等入学志願動向」

大学 入学定員充足率100％未満の大学は 354校(59.2％）

R2年度 184校(31.0％),R3年度 277校(46.4％), R5年度 320校(53.3％）



「科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP定点調査2023）」
科学技術・学術政策研究所（2024.5）

各パートで「著しく不十分との認識(■)」「不十分との強い認識(▲)」が示された質問項

目（カッコ内の数字は大学の自然科学研究者の回答を指数化したもの）

■ 望ましい能力をもつ博士後期課程進学者の数 2.1(-0.3)

▲ 研究時間を確保するための取組 2.6(-0.2)

▲ 研究マネジメントの専門人材の確保・育成 2.6(-0.1)

▲ 研究開発で生み出されたシーズ活用のための資金の確保 2.6(-0.3)

▲ 研究開発で生み出されたシーズを民間企業で活用する上での資金の確保 2.6(-0.3)

▲ 実力ある中堅以上の研究者の研究費確保 2.9(-0.4)

▲ 基礎研究における国際的に突出した成果 2.9(-0.4)

▲ 基盤的経費の確保 3.0(-0.6)

▲ 基礎研究の多様性 3.0(-0.3)

▲ 研究開発の成果のイノベーションへの接続 3.1(-0.2)

▲ 実力ある中堅以上の研究者の研究費確保 3.1(-0.2)

▲ 民間企業との間の人材流動や交流 3.1(-0.1)
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東京大学大学院教育学研究科大学経営・政策研究センター
「第２回全国大学事務職員調査報告書」2021.8より

 現在担当している仕事について「業務量が多すぎるか」

「そう思う」25.1％、「ある程度そう思う」 36.7％ → 合計 61.8％

「あまりそう思わない」32.1％、「そう思わない」6.1％

 「教職協働に取り組みやすい」

「そう思う」 8.0％、「ある程度そう思う」 48.0％

「あまりそう思わない」 38.2％、「そう思わない」 5.8％ → 合計 44.0％

 「職員が意思決定に参加する機会が少ない」

「そう思う」19.2％、「ある程度そう思う」43.4％ → 合計 62.6％

「あまりそう思わない」34.4％、「そう思わない」3.0％

 「人材や働き方の多様性が受け入れられている」

「そう思う」6.2％、「ある程度そう思う」39.4％

「あまりそう思わない」42.6％、「そう思わない」11.8％ → 54.4％

 「人事制度に対する納得性が高い」

「そう思う」1.1％、「ある程度そう思う」22.9％

「あまりそう思わない」49.1％、「そう思わない」26.9％ → 76.0％
15



「地域の持続可能性と大学の果たす役割」の概念図
吉武博通「地域の持続可能性と大学の果たす役割」『カレッジマネジメント』No.215,2019.3-4より

人材の育成

高度専門職業人養成
幅広い職業人養成、総合的教養教育

リカレント教育
生涯学習機会の提供

【教 育】

基礎研究
応用研究

地域の企業等との共同研究
地域の問題解決を目的とした研究

【研 究】

【社会貢献】

場づくり

知識・情報の
蓄積・高度利用

地域の持続可能性

教育を通した地域貢献 研究を通した地域貢献

直接的地域貢献

好循環好循環



SPARC事業を地域活性化につなげるために必要なこと

１．戦略の構築と共有

２．リーダーシップ

３．マインドセットの変革

４．ダイバーシティ

５．構造改革としてのDX

17

地域連携プラットフォームと大学等連携
推進法人を活力ある「連携と共創の場」と
して機能させるために必要なこと

 ビジョンを含む戦略の明確化と共有
（ストーリーが共有されていること）

 様々な場面でリーダーシップを発揮でき
る人材が存在（活動を通しても育成）

 自分も組織も地域も変革できるという
「しなやかマインドセット」を育むこと

 活動を通して、組織と地域におけるダイ
バーシティを根づかせること

 新たな取組に挑戦するためには物理的・
精神的ゆとりが不可欠



現 状

将来像経営資源

環境変化

戦略が行動に繋がる 行動が新たな戦略を生み出す

【行 動】

道 筋

【戦 略】

戦略の構築と共有

 ｺｰﾈﾘｽ•Ａ•ﾃﾞ•ｸﾙｲｳﾞｧｰ,ｼﾞｮﾝ•A•ﾋﾟｱｰｽⅡ世(2004)『戦略とは何か』東洋経済新報社

戦略とは持続的競争優位性（sustainable competitive advantage）を達成するための

ポジショニング(positioning)を構築することである。つまり、どの業界でどのような製

品・サービスを提供するか、そしてどのように資源を配分するかなどの選択をすることこ

そが戦略なのである。戦略の最終目標は、顧客(customer)に価値(value)を提供すること

で、株主をはじめとするステークホルダー(stakeholder)に対する価値(value)を創造する

ことである。



John L.Hennessy,LEADING MATTERS Lessons from My Journey 
(Stanford University Press,2018）

邦訳:ジョン・L・ヘネシー（瀧口範子訳）『スタンフォード大学名誉学長が教える
本物のリーダーが大切にすること』ダイヤモンド社,2020

１．謙虚さ 〜 リーダーシップの基本となるもの

２．真正であることと信頼 〜 リーダーシップに欠かせない本質的な要素

３．奉仕としてのリーダーシップ 〜 誰が誰のために仕えるのかを知る

４．共感 〜 リーダーと組織を形づくるもの

５．勇気 〜 組織とコミュニティのために戦う

６．コラボレーションとチームワーク 〜 何事もひとりではできない

すべてのチームメンバーは「対等」である

７．イノベーション 〜 産業やアカデミアを成功に導くカギ

８．知的好奇心 〜 生涯学習者となることは、なぜ重要か

「重要なポジション」にあっても学びを止めてはいけない

９．ストーリーを語る 〜 ビジョンを伝えるために

１０．レガシーとは 〜 後世に残せるもの
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マインドセットの変革

 大学が危機を乗り越え、持続的発展を目指すためにマインドセットの変革は不可避。

 マインドセット(mindset)は心的態度、考え方や物の見方、あるいは心のあり方

 教員が自身の研究を深める一方で、学生にとって最良の教育を提供するための組織的
な活動を、教員間や教員・職員間の協働のもと推進するにあたっては、マインドセッ
トが大きな意味を持つ。

 職員については、シニア層と中堅・若手層の間、変革志向の強い職員と現状維持を望
む職員の間で意識の違いが生じ、組織全体の変革が停滞する要因。育児や介護に時間
を割かざるを得ない職員とそうでない職員の間でどう相互理解を図るか、上位役職に
就きたくないと考える若手職員にどう対処するかなどもマインドセットに係る課題。

 心理学者のキャロル•S•ドゥエックによる２つのマインドセット

・硬直マインドセット＝fixed mindset：自分の能力は固定的で変わらないと信じてい
る人

・しなやかマインドセット＝growth mindset：人間の基本的資質は努力したいで伸ば
すことができるという信念の人

20



相互尊重と多様性重視の社会・組織づくりに向けて

21

一人ひとりが「より良く生きる」

組 織 地 域

ダイバーシティグローバル化 イノベーション

多様性の尊重なしに真の
グローバル化はあり得ない

イノベーションの鍵は多様
な「知」が混じり合うこと

イノベーションやイノベーティブ
な発想が地域を未来をつくる

グローバル化が進む社会で
いかなる組織をつくりあげるか



学部学生数に占める女子学生数及び本務教員数に占める女性教員数の変化

2023
年度

2007
年度

女子
学部生数

1,204,306
(45.7%)

1,023,586
(40.7%）

女子学生
(女子割合)

228,635
(64.3)

263,743
(66.3）

人文科学

308,453
(36.7)

287,138
(31.5)

社会科学

22,802
(27.9)

21,356
(25.3)

理学

61,667
(16.1)

43,975
(10.5)

工学

36,480
(46.1)

28,837
(39.5)

農学

222,163
(63.5)

120,593
(56.2）

保健

61,897
(90.4)

58,560
(89.9)

家政

109,358
(59.2)

88,777
(59.5）

教育

53,492
（68.5）

50,830
(69.7)

芸術

99,269
(47.0)

59,777
(47.5)

その他

2022
年度

2007
年度

女性本務
教員数

50,530
(26.8%)

30,646
(18.2%）

女性教員
(女性割合)

7,965
(36.2)

6,146
(26.2）

人文科学

5,481
(23.2)

3,408
(14.9)

社会科学

1,800
(11.7)

1,110
(7.6)

理学

2,258
(8.6)

1,014
(3.8)

工学

1,159
(16.5)

463
(7.2)

農学

22,862
(32.9)

12,967
(23.8)

保健

1,868
(79.0)

1,607
(72.1)

家政

4,152
(32.0)

2,079
(22.5）

教育

1,673
（32.6）

1,261
(24.9)

芸術

1,312
（27.9）

591
(19.3)

その他

2022
年度

2007
年度

職名別女
性教員数

50,530
(26.8%)

30,646
(18.2%)

女性教員
(女性割合)

102
(13.5)

47
(7.1)

学長

189
(15.1)

28
(4.5)

副学長

13,569
(18.9)

7,557
(11.1)

教授

11,939
(26.5)

7,266
(18.2)

准教授

7,960
(34.2)

5,407
(26.7)

講師

13,578
(32.7)

7,308
(22.3)

助教

3,193
(59.6)

3,033
(51.8)

助手

学生数は「学校基本調査」、
教員数は「学校教員統計調査」より

黒数字は女子学生数・女性教員数、
赤数字は女子・女性割合で筆者算出



野林健・納家政嗣編『聞き書 緒方貞子回顧録』岩波書店,2020より

このままでは、日本は国際社会の中でいまの位置に留まることすらで

きないと思います。日本はまず足元を固めることから始めなくてはなり

ません。そのために何が必要かといえば、それは多様性、英語で言えば

ダイバーシティ(diversity)だと思うのです。

世界は多様性に基づく場所だということを心底から受けとめ、自らも

多様性を備えた社会に成長していくことだと思います。

私は、日本がもっと多様性に富んだ社会になってほしいのです。創造

性とか社会革新の力はいずれも多様性の中からしか生まれようがないの

ですから。
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デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）について考える

 “Digital Transformation”は、2004年にスウェーデンのウメオ大学のエリッ

ク・ストルターマン教授が提唱した「デジタル技術の浸透が、人々の生活をあ

らゆる面でより良い方向に変化させる」ことを意味する概念。

 その後、IT系コンサルティング会社などを通して、デジタル技術を活用した事

業や産業の構造的変革を表す言葉として、ビジネスの世界を中心に広がってい

った。（その代表格が、GAFA、Microsoft、Netflixなどのプラットフォーマー

だが、彼らは同時にDisruptorとして既存の産業や秩序に破壊的影響をもたら

してきた。）

 我が国政府が掲げる“Society 5.0”は「サイバー空間とフィジカル空間を高度に

融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する人間中心

の社会」。
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大学におけるＤＸの目的と構造

吉武博通「ＤＸが大学に問いかけるもの」『カレッジマネジメント』 No.229,2021.7-8より

ＤＸによる経営の高度化

ＤＸによる教育の機能拡張 Ｄ
Ｘ
に
よ
る
研
究
の
高
度
化

Ｄ
Ｘ
に
よ
る
教
育
の
高
度
化

ＤＸによる研究の機能拡張

学修者本位の教育
学びの質の向上

etc.

リカレント教育
生涯学習

etc.

学際的研究
産学官連携育

etc.

オープンサイエン
ス時代を先導する
研究 etc.

事務的処理のデジタル化による高付
加価値業務へのシフト
データの最大活用による諸機能の高
度化と新たな価値創出 etc.

経営ＤＸ

教育ＤＸ 研究ＤＸ



坂村健『ＤＸとは何か〜意識改革からニューノーマルへ』KADOKAWA,2021より

 重要なのは、これが「構造改革」という意味を本質的に持っているということで、そう
でなければＤＸではないと考えた方がいい。

 サービスの向上と低コスト化を両立させるような、高いレベルでの効率化の実現にＤＸ
が求められている。

 全部ではないにしろ、自社内にコンピュータがわかる人間を育てることはＤＸでは必要
だ。そういう努力をしないので日本ではＤＸがうまく進まないという言い方もできる。

（米国では社内でICT開発できる企業が50％、日本は10％未満。行政分野でも、IT部門の職員
比率はシンガポールが７％、ニューヨーク・パリは１％程度に対して、東京は0.3％）

 ＤＸでは、自社ビジネスをよく知り、デジタル技術を知り、さらに社内改革の旗振り役
という大任が求められることになる。

 イノベーションに大事なのは、技術力でもマーケティング力でもない。やり方を変える
「勇気」だ。

 自分たちが「クローズでちゃんとやっているから」という意識が強く「チェックされた
くない」という意識もあり、日本の組織はクローズ志向が強い。

※ 坂村健氏が学部長を務める東洋大学情報連携学部(INIAD)は「文・芸・理」の力、つながる力、
情報連携学へ、をコンセプトに2017年に新設された学部で、紙資料は基本排除、教授会も最長
30分と、設立当初よりDXを追求。
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地域創生の本質について考える

神野直彦『地域再生の経済学』中公新書2002

 「農業」 → 「工業」 → 「情報・知識」の時代

・人間そのものの能力が決定的な役割

・グローバル化とローカル化が同時進行

 欧州の都市再生のキーワードは環境と文化

自然環境の再生と地域文化の再生が両輪

 文化の復興は人間を成長させる教育の復興とも
連動する（ストラスブールの人口23万人、ストラス
ブール大学に5.5万人の大学生）

 地域再生とは「公」を再生し、大地の上に人間の
生活の場を築く戦略

 補完性の原理

Gemeinde → Distrikt → Provinz → Staat

 経済社会＝市場社会＋共同経済

地域社会は共同経済の基底

諸富徹『地域再生の新戦略』中公叢書2010

 ２つの大きな構造変化＝経済のグローバル化と
資本主義経済システムの非物質主義的転回

 環境や自然の豊かさ、安全や安心、町並みや景
観、文化や芸術性、近隣の人々との良好な関係
といった非物質的な要素に依存

 非物質的価値は人の知識、技術、思想、価値観
などが創造的に組みあわされることで生み出さ
れる

 人間同士の創発的なネットワークをいかにしてつ
くりあげるかが、新しい発展の鍵

 持続可能な発展を牽引するのは、人的資本（
Human Capital）と社会関係資本（Social Capital）

 教育は人的資本に対する投資であるが、それは
社会参加を進めることを通じて信頼や互恵性を
育成し、ネットワーク形成を促進するという効果を
もたらす
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大学改革のこれからを考えるにあたっての基本認識

28

高等教育における
需給ギャップの拡大

競争の激化
再編・淘汰

需要減少への対応
＋

大学機能の拡大
＋

教育研究の質の高度化

生産年齢の減少
長期にわたる低成長

生産性の向上
イノベーション

デジタル競争力ランキングにおいて
日本は64カ国・地域中35位

DXはあらゆるセクターにおける
共通の優先課題

世界に大きく劣後する女性活躍
（ジェンダーギャップ指数118位）

多様性を尊重(ダイバーシティ)する
社会・組織づくりは最重要の課題

高まる期待
増大する要請

厳しさを増す評価

広がる閉塞感
教員の疲弊感
職員の疲弊感

戦略又は戦略的思考
マインドセット変革
大学業務の構造改革



玄田有史『希望のつくり方』岩波新書2010（pp.213-216より）

一番いいたかったのは、希望は与えられるものではなく、自分で(もしくは自分たちで）

つくり出すものだということでした。この本の冒頭に「かつて、希望は前提だった」と書

きました。現代の希望は、もはや前提ではなく、それ自体、私たちの手でつくりあげてい

くものなのです。（中略）

では、どうすれば希望を自分でつくれるのか。（中略）そんなヒントのいくつかをあげ

てみます。

１ 希望は「気持ち」「何か」「実現」「行動」の四本の柱から成り立っている。希望がみ

つからないとき、四本の柱のうち、それが欠けているのかを探す。

２ いつも会うわけではないけれど、ゆるやかな信頼でつながった仲間（ウィーク・タイム

ズ）が、自分の知らなかったヒントをもたらす。

３ 失望した後に、つらかった経験を踏まえて、次の新しい希望へと、柔軟に修正させてい

く。

４ 過去の挫折の意味を自分の言葉で語れる人ほど、未来の希望を語ることができる。

５ 無駄に対して否定的になりすぎると、希望との思いがけない出会いもなくなっていく。

６ わらかないもの、どっちつかずのものを、理解不能として安易に切り捨てたりしない。

７ 大きな壁にぶつかったら、壁の前でちゃんとウロウロする。
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